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2013 年度(第 15 期)決算について 

 

NTT コミュニケーションズの 2013 年度(第 15 期)決算について、

別添のとおりお知らせいたします。 

（別添） 

Ⅰ．業績の概況 

Ⅱ．比較貸借対照表 

Ⅲ．比較損益計算書 

Ⅳ．株主資本等変動計算書 

Ⅴ．営業収益内訳 

Ⅵ．比較キャッシュ・フロー計算書 

Ⅶ．NTT コミュニケーションズグループ決算概況 

Ⅷ．役員の異動 
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 I. 業 績 の 概 況  

 

（1）市場環境および事業基盤の変化 

世界の経済は、一部新興国での景気の減速が見られるものの、米国市場が堅調

な回復を見せるとともに、欧州の景気が底をうち、日本の景気も回復に向かいつ

つあるなど、全体的に回復傾向にあります。このような経済情勢のもと、世界の

多くの企業が、競争力のさらなる強化を図るとともに、新市場への参入や新たな

成長分野への投資など、積極的な経営を進めつつあり、そのような経営を支える

柔軟かつ強固な ICT基盤が求められています。 

 

（2）経営概況 

当社は、このような経営環境の激しい変化を踏まえ、2011 年に新たな事業ビ

ジョン「ビジョン 2015」を策定し、「Global ICT Partner」というスローガンの

もと、2015 年度に連結収益 1.5 兆円以上、グローバル売上高 2倍以上(2010 年度

比)を目標指標としてグループトータルでの成長を目指すこととしました。2013

年度は、「ビジョン 2015」達成に向けた事業構造の転換と成長を加速する年と位

置付け、「Global Cloud Vision 2013」のもと、グローバル、クラウドといった

成長事業をしっかりと軌道に乗せていくことを目指してきました。 

 

まず、サービスにおいては、グローバルシームレスなサービスの展開、サービ

スラインアップの拡充を図りました。各事業分野別の主な取り組みは以下のとお

りです。 

 

<各事業分野別の取り組み> 

○クラウド基盤： 

プライベートクラウドサービス「Biz ホスティング Enterprise Cloud」では、ネット

ワーク仮想化技術を活用して、お客さまオンプレミス環境の円滑なクラウド化を支援す

るクラウドマイグレーションサービスを 2013 年 6 月に世界で初めて提供開始し、10 月に

はデータベースのクラスタ構成や高速ストレージなどのお客さま基幹システムのクラウ

ド化に求められる機能・性能を大幅に強化しました。また、オーストラリアとドイツの 2

拠点を新たに加えて、世界 9カ国/地域・11 拠点へ提供エリアを拡大しました。パブリッ

ククラウドサービス「Biz ホスティング Cloudn」では、高いセキュリティと膨大なアク

セスが求められる EC サイトなどに対応するため、2014 年 1 月に「Compute(VPC タイプ)」

の提供を開始しました。 

データセンターサービスでは、グローバルレベルでのサービス品質共通化、サービス

レベルのさらなる向上を目指して創設した「Nexcenter」ブランドのもと、2013 年 4 月に

「東京第 6 データセンター」、5 月に「香港 ファイナンシャル データセンター」、「イギ
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リス スラウ 2 データセンター」、2014 年 3 月に「インド バンガロール 2 データセンタ

ー」の提供を開始しました。加えて、2014 年 1 月に米国の RagingWire Data Centers 社

を買収するなど、国内外のデータセンターを大幅に拡充しました。 

○データネットワーク： 

2013 年 4 月に提供開始した「OCN モバイル エントリー d LTE 980」を、通信容量や

速度の異なる 5 つのコースを揃えた NTT ドコモの LTE 対応モバイルデータ通信サービス

「OCN モバイル ONE」として 2013 年 8 月にリニューアルするとともに、お客さまがより

身近にお求めやすくなるよう、コンビニエンスストアでの販売を国内で初めて 2013 年 12

月に開始、さらに自宅でも外出先でもお得にインターネットをお楽しみいただけるよう

「OCN 光サービス」と「OCN モバイル ONE」のお得なセット割引「OCN 光モバイル割」を

2014 年 3 月に開始するなど、お客さまの声にお応えするサービスを強化しました。 

また、オペレーションの統合による事業の効率化や、ネットワーク仮想化技術を活用

したサービスの拡充を図るため、マネージドサービスや仮想化技術に強みを持つ、米国

の Virtela Technology Services 社を 2014 年 1 月に買収し、企業向けネットワークサー

ビス「Arcstar Universal One」の提供エリアも 160 カ国/地域から 196 カ国/地域へと拡

大しました。 

さらに、高品質で信頼性の高い IP バックボーンに対するニーズに応えるため、国際イ

ンターネット接続サービス「グローバル IP ネットワーク」の新たな接続拠点をインドネ

シアのジャカルタなど 4 ヶ国 6都市に開設しました。 

○ボイスコミュニケーション： 

法人のお客さま向けには、業務用の電話帳をクラウド上で管理できる「Web 電話帳」

機能を、2013 年 4 月は「Arcstar UCaaS」にて、2013 年 10 月は「050 plus for Biz」に

て、それぞれ提供開始しました。また、個人のお客さま向けには、050IP 電話アプリ「050 

plus」において、050 plus 同士でテキストメッセージをやりとりできる機能や、通話相

手に聞こえる送話音量を自動調整する機能を追加し、より使いやすいサービスを目指し

た機能拡充・品質改善を図りました。さらに、2014 年 2 月に「Arcstar UCaaS」の新たな

プラットフォーム(通信設備)を欧州および米国に開設し、低遅延で信頼性の高いコミュ

ニケーションサービスをグローバルかつスピーディに提供する基盤を構築しました。 

また、会議系サービスでグローバルな顧客基盤と対応力を持つ、フランスの Arkadin 

International 社を 2014 年 1 月に買収し、会議系サービスの機能拡充や提供国の拡大を

加速しました。 

○アプリケーション＆コンテンツ： 

企業の働き方改革を支援するクラウド型サービスの拡充として、クラウド型メールサ

ービス「Biz メール」において、モバイル機器による外出先からセキュアにメール利用で

きる環境やスケジューラーとの連携、社内外との連携機能のオプション機能を追加する

とともに、2013 年 10 月には手軽な映像コンテンツ作成とセキュアな共有を可能とする

「Biz ビデオシェア」、2013 年 12 月には企業内の ID・パスワードを一括管理可能とする

「Biz パスワード」や、社内外のコミュニケーション活性化およびプロジェクト管理の効

率化に最適な企業向け SNS 「Biz グループワーク」の提供を開始しました。  

また、「Biz メール」の海外での販売を 2014 年 3 月から台湾で開始しました。一方、
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個人のお客さま向けには、日本最大級の無料オンライン家計簿サービス「OCN 家計簿」に

セキュリティと使い勝手を高める多数の新機能を追加し、「Kakeibon(カケイボエヌ)」と

して 2013 年 12 月に提供を開始しました。また、新たな事業領域としてクラウド型日本

語教育サービス「Visual Learning .Japanese」を 2013 年 10 月に開始するなど、新たな

事業分野への取り組みも積極的に推進しました。 

○ソリューション： 

クラウド化に向けたシステムコンサルティングから設計・構築・システム移行までワ

ンストップで提供する、クラウドマイグレーションサービスにおいて、クラウドサービ

ス上で ERP パッケージを導入する基幹系システムソリューションを国内外で提供するな

ど、サービスの高度化とグローバル化を積極的に推進しました。 

また、提供中だったセキュリティサービスを新たなグローバル統一ブランド

「WideAngle（ワイドアングル）」としてリニューアルし、2013 年 6 月より提供開始しま

した。あわせて、NTT Com グループのセキュリティ事業をグローバルシームレスに拡充す

るため、Integralis グループの社名を NTT Com Security に変更しました。 

 

セールスにおいては、グローバルアカウントマネジメントシステム(GAMS)によ

り、世界各国の Global Account Manager（GAM）と National Account Manager

（NAM）が連携して、グローバルにビジネスを展開しているお客さま企業の課題

解決に向け、グローバル一体の取り組みを加速しました。GAM･NAM によるアカウ

ントプランの高度化などを目的とした Global One Meeting の定期的な開催や全

世界統一の営業支援システム（SFA）を活用した活発なコミュニケーションに基

づいた営業展開により、大型案件の受注実績を着実に伸ばしてきました。 

 

オペレーションにおいては、当社の業務のみならず、NTT America 社や NTT 

Europe 社のサービスオペレーション業務などを、NTT Com グループ会社である

Emerio Globe Soft 社や Netmagic Solutions 社へオフショア化するなど、標準

化･自動化を推進し、グループ全体として最適化に向けた取り組みを加速しまし

た。 

 

また、グローバルシームレスなマネジメントを推進するため、ICT システムで

は、グローバル共通の ERP システムを構築し、2013 年 10 月より NTT Singapore

社にてパイロット導入を開始するとともに、会計･調達などの業務プロセスのグ

ローバルでの標準化および ICT システムの統合を推進しました。さらに調達にお

いては、グローバル一括調達によるレバレッジを効かせた価格低減などによる競

争力の強化を図りました。また人材においては、外国籍社員の採用を継続し、新

卒採用を含めたトレイニーを拡大するなど、グローバル人材の育成に取り組みま

した。 

 

セキュリティ管理においては、全社 ICT システムの総点検を実施し、ソフトウ

ェア脆弱性への対応や、統合リスクマネジメントサービス「WideAngle」の全社
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ICT システムへの適用を進め、セキュリティリスク低減策を講じるとともに、脆

弱性判定情報の配信プラットフォーム（ISMP）を利用した全社 ICT システムの一

元管理による、インシデント発生時の対応プロセスの整備を図るなど、セキュリ

ティリスクマネジメントレベルの向上を図りました。 

 

当事業年度の、グローバルシームレスなサービスやセールスの展開、オペレー

ションの最適化などの進展などは、アナリストによるベンダー比較レポートにお

いても高い評価の獲得につながりました。具体的には、米ガートナー社のグロー

バル通信事業者評価レポートや、米 IDC 社のアジア太平洋地域のクラウド・DC

サービスを評価するレポートにおいて、「リーダー」に位置付けられております。 

 

 

（3）経営成績 

NTT コミュニケーションズ株式会社単体の営業収益については、クラウド基盤

収入は対前年比 109 億円増(+26.2%)の 529 億円、ソリューション収入は対前年比

231 億円増(+18.1%)の 1,506 億円と増収の事業分野がある一方で、データネット

ワーク収入は対前年比▲121 億円減(▲3.0%)の 3,915 億円、ボイスコミュニケー

ション収入は対前年比▲216 億円減(▲6.8%)の 2,964 億円となりました。以上の

結果、営業収益全体としては、対前年比▲7億円減(▲0.1%)の 9,440 億円となり

ました。 

次に、営業費用については、ソリューション収入に伴い経費が対前年比 254 億

円増(+6.3%)の 4,260 億円となりました。また、ボイスコミュニケーション収入

の減などの影響により通信設備使用料が対前年比▲93 億円減(▲4.4%)の 2,041

億円となりました。以上の結果、営業費用全体としては、対前年比 38 億円増

(+0.5%)の 8,305 億円となりました。 

これにより、営業利益については、対前年比▲46 億円減(▲4.0%)の 1,134 億

円となりました。当期純利益については、特別利益として不動産の売却益により

161億円、特別損失として海外子会社の株式評価損など60億円を計上した結果、

対前年比 236 億円増(+36.2％)の 889 億円となりました。 

 

なお NTT コミュニケーションズグループ全体では、営業収益については、海外

子会社の好調に加え、NTT コミュニケーションズ単体の減収幅が縮小したため、

対前年比 357 億円増(+3.0%)の 12,304 億円と、6期ぶりの増収となりました。ま

た営業利益は対前年比 116 億円増(+9.9%)の 1,279 億円となりました。 

 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 １４５，６３７ １３９，４７６ △ ６，１６１

　　　　空中線設備 １，４５９ １，６８２ ２２３

　　　　端末設備 ７６４ ７３６ △ ２８

　　　　市内線路設備 ８１０ ７４８ △ ６１

　　　　市外線路設備 ７，１２２ ６，７７８ △ ３４４

　　　　土木設備 ５４，２３８ ５３，１２２ △ １，１１６

　　　　海底線設備 ２０，４８２ １６，０１８ △ ４，４６４

　　　　建物 １３８，９９５ １７７，３２６ ３８，３３１

　　　　構築物 ３，０５８ ３，４６１ ４０３

　　　　機械及び装置 １４０ １３１ △ ８

　　　　車両及び船舶 ７９ １３０ ５０

　　　　工具、器具及び備品 ３４，４１６ ３３，６０７ △ ８０９

　　　　土地 ３８，９１８ ４０，９６１ ２，０４３

　　　　リース資産 ９，００８ ６，４７０ △ ２，５３８

　　　　建設仮勘定 ８，３０３ ２４，２６５ １５，９６１

　　　　有形固定資産合計 ４６３，４３４ ５０４，９１６ ４１，４８１

　　　無形固定資産 ８２，８６４ ８７，００２ ４，１３８

　　　電気通信事業固定資産合計 ５４６，２９９ ５９１，９１８ ４５，６１９

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 １６６，２９１ １６２，８５７ △ ３，４３３

　　　関係会社株式 １６７，６３７ ２７７，６００ １０９，９６３

　　　その他の関係会社投資 － ５００ ５００

　　　出資金 ２５８ １９１ △ ６７

　　　関係会社出資金 ２，２２６ ２，２２６ －

　　　関係会社長期貸付金 １，７２５ １，７２５ －

　　　長期前払費用 １，９８４ ２，６６１ ６７６

　　　前払年金費用 ５，６３９ ５，７９２ １５２

　　　繰延税金資産 １，２４３ － △ １，２４３

　　　海底線使用権 １２，５６７ １１，８１１ △ ７５６

　　　その他の投資及びその他の資産 １６，９４４ １６，０８９ △ ８５５

　　　貸倒引当金 △ ２３２ △ ２１８ １３

　　　投資その他の資産合計 ３７６，２８７ ４８１，２３７ １０４，９４９

　　固定資産合計 ９２２，５８７ １，０７３，１５６ １５０，５６９

　流動資産

　　現金及び預金 ９，５９３ １７，２１８ ７，６２５

　　受取手形 ２５ ２６６ ２４１

　　売掛金 １８１，１５７ １６３，６４４ △ １７，５１２

　　未収入金 ５２，１８３ ４９，３６８ △ ２，８１４

　　リース投資資産 ３３３ ４９ △ ２８４

　　貯蔵品 ８，０２４ １０，２０１ ２，１７６

　　前渡金 １，３３６ ２，２０４ ８６８

　　前払費用 ４，３２８ ３，７３４ △ ５９４

　　繰延税金資産 ６，９５１ ４，６６４ △ ２，２８６

　　短期貸付金 １３，９２７ １７，８４０ ３，９１３

　　関係会社預け金 ３５，５９８ １９，５１３ △ １６，０８４

　　その他の流動資産 ４，６３９ ５，０７９ ４４０

　　貸倒引当金 △ ２，１４８ △ １，５８２ ５６６

　　流動資産合計 ３１５，９５１ ２９２，２０４ △ ２３，７４６

　資産合計 １，２３８，５３８ １，３６５，３６１ １２６，８２２

（2013年３月31日） （2014年３月31日）

 Ⅱ．比較貸借対照表 

科 目
第 14 期 第 15 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ６０，０８０ １４６，７２０ ８６，６４０

　　リース債務 １０，６６５ ８，５２５ △ ２，１３９

　　繰延税金負債 － ２，５４２ ２，５４２

　　退職給付引当金 ８４，１２６ ８６，８３３ ２，７０６

　　ポイントサービス引当金 ３，６７４ ３，０６３ △ ６１０

　　未使用テレホンカード引当金 ５，２９２ ４，６３７ △ ６５４

　　資産除去債務 ６００ １，４６７ ８６６

　　その他の固定負債 ６，９４３ ６，１０７ △ ８３６

　　固定負債合計 １７１，３８３ ２５９，８９７ ８８，５１３

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 ３，５８６ ３，３６０ △ ２２６

　　買掛金 ２５，１３６ ３７，２４６ １２，１１０

　　短期借入金 ７３０ ８，７３６ ８，００６

　　リース債務 ４，４８５ ３，８７５ △ ６１０

　　未払金 １７６，１５０ １４９，３８７ △ ２６，７６３

　　未払費用 ４，８９９ ４，８４２ △ ５７

　　未払法人税等 １５，１３４ ６，１９０ △ ８，９４４

　　前受金 ５，１３７ ３，２８９ △ １，８４８

　　預り金 １９，６０９ ２２，４５６ ２，８４６

　　前受収益 ７６ ７７ １

　　工事損失引当金 ２１ １，１８８ １，１６７

　　災害損失引当金 ６ － △ ６

　　その他の流動負債 ５７９ ４６５ △ １１３

　　流動負債合計 ２５５，５５４ ２４１，１１６ △ １４，４３８

　負債合計 ４２６，９３８ ５０１，０１４ ７４，０７５

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ２１１，７６３ ２１１，７６３ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １３１，６１５ １３１，６１５ －

　　　資本剰余金合計 １３１，６１５ １３１，６１５ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　買換資産特別勘定積立金 １，６１９ ８，３４４ ６，７２５

　　　　圧縮積立金 ２，９４７ ４，１０２ １，１５５

　　　　繰越利益剰余金 ３８６，５３７ ４３４，１１６ ４７，５７８

　　　利益剰余金合計 ３９１，１０４ ４４６，５６３ ５５，４５８

　　株主資本合計 ７３４，４８３ ７８９，９４２ ５５，４５８

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ７７，１１６ ７４，４０４ △ ２，７１１

　　評価・換算差額等合計 ７７，１１６ ７４，４０４ △ ２，７１１

　純資産合計 ８１１，６００ ８６４，３４７ ５２，７４６

負債・純資産合計 １，２３８，５３８ １，３６５，３６１ １２６，８２２

科 目
（2013年３月31日） （2014年３月31日）

第 14 期 第 15 期
増 減 ( △ )

-6-



(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 ７７５，２１７ ７４２，６６９ △ ３２，５４７

　営業費用

　　営業費 １７６，９８５ １７０，６９４ △ ６，２９１

　　施設保全費 ８０，１３１ ８０，９４５ ８１４

　　共通費 １１，３８９ １０，７５０ △ ６３８

　　管理費 ７２，１２７ ７２，１８０ ５３

　　試験研究費 １３，７１９ １３，２７１ △ ４４７

　　減価償却費 ９０，７８８ ８８，８２２ △ １，９６６

　　固定資産除却費 ９，６４７ ４，６５２ △ ４，９９５

　　通信設備使用料 １９７，９８９ １８４，２４２ △ １３，７４６

　　租税公課 １１，３８３ １０，８１３ △ ５７０

　　営業費用合計 ６６４，１６２ ６３６，３７４ △ ２７，７８８

　電気通信事業営業利益 １１１，０５４ １０６，２９５ △ ４，７５９

附帯事業営業損益

　営業収益 １６９，５９４ ２０１，３５９ ３１，７６４

　営業費用 １６２，５１２ １９４，１８８ ３１，６７６

　附帯事業営業利益 ７，０８２ ７，１７１ ８８

営業利益 １１８，１３７ １１３，４６６ △ ４，６７１

営業外収益

　受取利息 ２２７ ２８０ ５２

　受取配当金 ７，５１７ １０，２４４ ２，７２７

　物件貸付料 １３，０９９ １２，９８７ △ １１１

　雑収入 ３，８６８ ３，９８８ １１９

　営業外収益合計 ２４，７１２ ２７，４９９ ２，７８７

営業外費用

　支払利息 １，６９０ １，５６９ △ １２１

　物件貸付費用 ６，９６７ ５，７３１ △ １，２３６

　雑支出 ４，４６３ １，０８１ △ ３，３８１

　営業外費用合計 １３，１２１ ８，３８２ △ ４，７３９

経常利益 １２９，７２８ １３２，５８３ ２，８５５

特別利益

　固定資産売却益 ８，９６５ １６，１６９ ７，２０４

　相互接続精算益 １２，７０６ － △ １２，７０６

　その他 ２，３４８ － △ ２，３４８

　特別利益合計 ２４，０２１ １６，１６９ △ ７，８５１

特別損失

　関係会社株式評価損 ３１，８９５ ３，７７４ △ ２８，１２１

　相互接続精算損 － １，１５２ １，１５２

　その他 － １，０９２ １，０９２

　特別損失合計 ３１，８９５ ６，０１９ △ ２５，８７６

税引前当期純利益 １２１，８５３ １４２，７３３ ２０，８８０

法人税、住民税及び事業税 ５６，２５４ ４６，１９９ △ １０，０５５

法人税等調整額 ２８７ ７，５７４ ７，２８７

当期純利益 ６５，３１１ ８８，９５９ ２３，６４８

第 15 期

増 減 （ △ ）
2014年３月31日まで

2012年４月１日から

 Ⅲ．比較損益計算書 

第 14 期

2013年３月31日まで
2013年４月１日から
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第14期  （自 2012年４月１日 至 2013年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 211,763 131,615 131,615 1,921 2,347 352,056 356,324 699,703 45,010 45,010 744,714

当期変動額            

剰余金の配当      △ 30,500 △ 30,500 △ 30,500   △ 30,500

当期純利益      65,311 65,311 65,311   65,311

会社分割による減少      △ 31 △ 31 △ 31   △ 31

買換資産特別勘定積立金の積立    1,619  △ 1,619     －

買換資産特別勘定積立金の取崩    △ 1,921  1,921     －

圧縮積立金の積立     600 △ 600     －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        32,105 32,105 32,105

当期変動額合計 － － － △ 301 600 34,481 34,780 34,780 32,105 32,105 66,885

当期末残高 211,763 131,615 131,615 1,619 2,947 386,537 391,104 734,483 77,116 77,116 811,600

第15期  （自 2013年４月１日 至 2014年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 211,763 131,615 131,615 1,619 2,947 386,537 391,104 734,483 77,116 77,116 811,600

当期変動額            

剰余金の配当      △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500   △ 33,500

当期純利益      88,959 88,959 88,959   88,959

買換資産特別勘定積立金の積立    8,344  △ 8,344     －

買換資産特別勘定積立金の取崩    △ 1,619  1,619     －

圧縮積立金の積立     1,155 △ 1,155     －

圧縮積立金の取崩 △ 0 0 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        △ 2,711 △ 2,711 △ 2,711

当期変動額合計 － － － 6,725 1,155 47,578 55,458 55,458 △ 2,711 △ 2,711 52,746

当期末残高 211,763 131,615 131,615 8,344 4,102 434,116 446,563 789,942 74,404 74,404 864,347

利益剰余金

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

評価・換算差額等

その他
有価証券

評価
差額金

 Ⅳ．株主資本等変動計算書 

資本金
資本

準備金

資本
剰余金
合計 圧縮積立金

利益
剰余金
合計

純資産
合計

繰越利益
剰余金

株主資本

その他利益剰余金

資本剰余金

評価・換算
差額等
合計買換資産

特別勘定
積立金

株主資本
合計

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金
圧縮積立金

買換資産
特別勘定
積立金

評価・換算差額等

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計
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(単位　百万円)

クラウド基盤 ４１，９４５ ５２，９２２ １０，９７７ ２６．２ 

データネットワーク ４０３，６６６ ３９１，５０５ △ １２，１６１ △ ３．０ 

ボイスコミュニケーション ３１８，０５０ ２９６，４３８ △ ２１，６１２ △ ６．８ 

アプリケーション＆コンテンツ ３６，８３２ ３６，９０６ ７４ ０．２ 

ソリューション １２７，５４２ １５０，６５１ ２３，１０８ １８．１ 

その他 １６，７７４ １５，６０４ △ １，１７０ △ ７．０ 

営業収益合計 ９４４，８１２ ９４４，０２８ △ ７８３ △ ０．１ 

*第15期より、事業分野別の収益内訳を表示しております。科目別の収益内訳については、下表をご参照ください。

(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ２９３，９３１ ２７２，１７９ △ ２１，７５２ △ ７．４

　ＩＰ系収入 ３７１，８６０ ３６７，０１５ △ ４，８４５ △ １．３

（再）ＯＣＮ収入 １５５，８９２ １５３，５８０ △ ２，３１１ △ １．５

（再）ＶＰＮ系収入 １５８，７３２ １５９，０２４ ２９１ ０．２

　データ通信収入（ＩＰ系除く） ６７，６７０ ６１，２３２ △ ６，４３７ △ ９．５

（再）専用収入 ５０，３２８ ４４，６２８ △ ５，６９９ △ １１．３

　ソリューション収入 １８３，９６０ ２１７，７４６ ３３，７８５ １８．４

　その他の収入 ２７，３８８ ２５，８５４ △ １，５３４ △ ５．６

営業収益合計 ９４４，８１２ ９４４，０２８ △ ７８３ △ ０．１

2013年３月31日まで 2014年３月31日まで

 （参考）営業収益内訳（科目別） 

科 目

第 14 期 第 15 期
増　減　額

（△）
増　減　率

（％）2012年４月１日から 2013年４月１日から

2013年３月31日まで 2014年３月31日まで
2012年４月１日から

増　減　額
（△）2013年４月１日から

増　減　率
（％）

 Ⅴ．営業収益内訳 

第 14 期

事 業 分 野

第 15 期
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 １２１，８５３ １４２，７３３ ２０，８８０

　減価償却費 １０４，９８６ １０４，３４３ △ ６４２

　固定資産除却損 ８，１８９ ３，２９５ △ ４，８９４

　固定資産売却益 △ ９，４７４ △ １７，４６５ △ ７，９９１

　貸倒引当金の増加又は減少（△）額 △ １３３ △ ５８０ △ ４４７

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 １，５９３ ２，７０６ １，１１２

　関係会社株式評価損 ３１，８９５ ３，７７４ △ ２８，１２１

　売上債権の増加（△）又は減少額 △ ３６，２５５ １９，６８５ ５５，９４０

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 １，３９５ △ １，７５３ △ ３，１４８

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ １，００５ △ ５，５０１ △ ４，４９６

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 ８４０ △ ２，０７８ △ ２，９１９

　その他 △ ６，３１０ △ １１，５１３ △ ５，２０３

　小計 ２１７，５７５ ２３７，６４５ ２０，０７０

　利息及び配当金の受取額 ７，７０２ １０，５６５ ２，８６３

　利息の支払額 △ １，６８２ △ １，５６９ １１２

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ４５，９３２ △ ６２，８４９ △ １６，９１６

　営業活動によるキャッシュ・フロー １７７，６６２ １８３，７９２ ６，１２９

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ １１１，２６３ △ １４０，６１５ △ ２９，３５２

　固定資産の売却による収入 １７，８４５ １８，６０１ ７５５

　投資有価証券等の取得による支出 △ ２１，９６７ △ １４５，７４７ △ １２３，７８０

　投資有価証券等の売却による収入 ４，７２６ ７０ △ ４，６５５

　長期貸付による支出 △ １，７２５ － １，７２５

　短期貸付による増減（△）額 △ ３，３４５ ６，９９４ １０，３４０

　その他 △ ３，９３２ ２０，８１７ ２４，７４９

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ １１９，６６１ △ ２３９，８７８ △ １２０，２１６

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 － ９０，０００ ９０，０００

　長期借入金の返済による支出 △ ４３，６４３ △ ３，５８６ ４０，０５６

　短期借入による増減（△）額 ７３０ ８，００６ ７，２７６

　リース債務の返済による支出 △ ４，２４９ △ ４，７５６ △ ５０６

　配当金の支払額 △ ３０，５００ △ ３３，５００ △ ３，０００

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ７７，６６３ ５６，１６２ １３３，８２５

現金及び現金同等物に係る換算差額 １，３２７ ２，３７１ １，０４４

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 △ １８，３３４ ２，４４８ ２０，７８２

現金及び現金同等物の期首残高 ７０，４５９ ５２，１２４ △ １８，３３４

現金及び現金同等物の期末残高 ５２，１２４ ５４，５７３ ２，４４８

2012年４月１日から 2013年４月１日から
2013年３月31日まで 2014年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 14 期 第 15 期

 Ⅵ．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目
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Ⅶ．NTTコミュニケーションズグループ決算概況

（単位　百万円）

第 14 期 第 15 期

科　　　目 2012年４月１日から 2013年４月１日から

2013年３月31日まで 2014年３月31日まで

営業収益 1,194,721 1,230,389 35,668 3.0

営業費用 1,078,399 1,102,511 24,112 2.2

営業利益 116,322 127,878 11,556 9.9

増 減 額
（△）

増 減 率
（％）
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 Ⅷ．役 員 の 異 動  

（１）新任取締役候補 

東    明 彦   （ヒューマンリソース部長  総務部長兼務） 

桜 井  伝 治   （第一営業本部長） 

田 中  基 夫   （クラウドサービス部長） 

大 井     貴  （ネットワークサービス部クローズドネットワークサービス部門長   

経営企画部グローバルネットワーク事業統合タスクフォース長兼務） 

森 林  正  彰  （グローバル事業推進部 担当部長（NTT Europe 社長 ）） 

 

（２）新任監査役候補 

   小 林 洋 子  （エヌ・ティ・ティ・コム チェオ（株）代表取締役社長） 

 

（３）退任予定取締役 

代表取締役副社長  澤  田    純  （日本電信電話（株）代表取締役副社長 就任予定） 

常務取締役     長 谷 部 敏 治   （（株）エヌ・ティ・ティ・アド 入社予定） 

常務取締役     古 川  公  一  （NTTコムテクノロジー（株）入社予定） 

取締役       原    隆   一   （（株）ミライト 入社予定） 

取締役       一 法 師   淳  （（株）NTTファシリティーズ 代表取締役副社長 就任予定） 

 

（４）退任予定監査役 

   監査役       中 山  哲 夫 

 

（５）代表取締役および役付取締役予定者 

①代表取締役社長予定者 

代表取締役社長   有 馬     彰 

②代表取締役副社長予定者 

       代表取締役副社長  庄 司   哲 也 

       取締役       舩 橋  哲 也 

③常務取締役予定者 

       常務取締役          森      清 

取締役           中 田   勝 己 
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（６）役員の人事の予定 

 
新役職名および 

    新委嘱・担当業務 （氏       名）
        現役職名および 

        現委嘱・担当業務 

代表取締役副社長 
営業本部担当 
コーポレート担当 
 

庄 司 哲 也 
 

代表取締役副社長 
営業本部担当 
情報セキュリティ担当 

代表取締役副社長 
技術担当 
オペレーション担当 
情報セキュリティ担当 
 

舩 橋 哲 也 
 
 

取締役 
カスタマサービス部長 

常務取締役 
ＣＳＲ担当 

森     清 
 

常務取締役 
ＣＳＲ担当 

常務取締役 
グローバル担当 
グローバル事業推進部長 
 

中 田 勝 己 
 
 

取締役 
グローバル事業推進部長 

 

取締役 
第三営業本部長 
 

細 川 雅 由 
 
 

取締役 
第三営業本部長 

 
取締役 
サービス基盤部長 
 

伊 藤 幸 夫 
 
 

取締役 
サービス基盤部長 
        

取締役 
ボイス＆ビデオコミュニケーション 
サービス部長 
 

丸 岡    亨 
 
 
 

取締役 
ボイス＆ビデオコミュニケーション 
サービス部長 

 
取締役 
第二営業本部長 
 

荒 本 和 彦 
 
 

取締役 
第二営業本部長 

 
取締役 
NTT America, Inc. 代表取締役社長 
 

五 味 和 洋 
 
 

      取締役 
NTT America, Inc.代表取締役社長 

 
取締役 
西日本営業本部長 
 

東   明 彦 
 
 

ヒューマンリソース部長 
総務部長兼務 

    
取締役 
第四営業本部長 

桜 井 伝 治 
 

   第一営業本部長               

取締役 
クラウドサービス部長 
 

田 中 基 夫 
 
 

クラウドサービス部長 
 
 

取締役 
ネットワークサービス部長 
 
 
 

大 井   貴 
 
 
 
 

ネットワークサービス部 
クローズドネットワークサービス部門長
経営企画部グローバルネットワーク事業
統合タスクフォース長兼務 

 
取締役 
NTT EUROPE LTD. 代表取締役社長 

森 林 正 彰 
 

グローバル事業推進部 担当部長 
（NTT Europe 社長 ） 

 
取締役 伊ケ崎 和久 取締役 

(注) ・退任予定監査役は第15回定時株主総会（6月20日）終結時をもって辞任の予定です。 

以            上 

（ ） （ ） 


